
（様式１）

所管課名 高校教育課 整理番号 １－２－９

許認可等の種類

根拠法令条例等・
条項

許認可等の概要

審査基準
（未設定の場合は
その理由）

基準の制定根拠

標準処理期間
（未設定の場合は
その理由）

期間の制定根拠

ー

６０日

過去の事務処理実績から算出

行政手続法・行政手続条例適用の申請に対する処分に係る審査基準と標準処理期間

教員免許状更新講習の修了確認

教育職員免許法及び教育公務員特例法の一部を改正する法律附則第２条

教員免許状を有する者が、指定された期限までに免許状更新講習を受講したことの確認
を受ける。（平成21年３月31日以前に教員免許状を授与された者が対象）

未設定（法令等の規定において言い尽くされているため）

〔参考〕
教育職員免許法及び教育公務員特例法の一部を改正する法律附則第２条第２項
 　旧免許状所持者であって、新法第二条第一項に規定する教育職員（第七項において単
に「教育職員」という。）その他文部科学省令で定める教育の職にある者（以下「旧免許状
所持現職教員」という。）は、次項に規定する修了確認期限までに、当該修了確認期限ま
での文部科学省令で定める二年以上の期間内において免許状更新講習（新法第九条の
三第一項に規定する免許状更新講習をいう。以下同じ。）の課程を修了したことについて
の免許管理者（新法第二条第二項に規定する免許管理者をいう。以下この条において同
じ。）による確認（以下「更新講習修了確認」という。）を受けなければならない。

教育職員免許法施行規則附則第10条
 　免許管理者は、前条第一項第四号に規定する認定に係る申請をした旧免許状所持現
職教員が次の各号のいずれかに該当する者（第一号、第二号及び第五号に掲げる者につ
いては、最新の知識技能を十分に有していないと免許管理者が認める者を除く。）であると
きは、改正法附則第二条第五項の規定により、免許状更新講習を受ける必要がないもの
として認めるものとする。


